
広島県県営林立木売却の入札・契約等に係る注意事項 

（ 大斯伝事業地 ） 

 

１  入札参加資格 

 入札参加資格者は、 一般社団法人広島県木材組合連合会が定める 広島県木材業者

登録規約によ る 登録業者と し ていま す。  

  入札当日確認し ま すので、 登録証を ご提示く ださ い。  

 

登録手続き については、 広島県木材組合連合会にお問い合わせく ださ い。  

 なお、 必ず入札の前日ま でに手続き を完了し てく ださ い。  

  

ま た、 次に掲げる 業者は入札には参加でき ま せん。  

（ １ ） 契約を 締結する 能力を有し ない者 

（ ２ ） 破産者で復権を得ない者 

（ ３ ） 一般競争入札の加入に制限を 受けた者 

 

２  入札日時等                           

入札日時 令和７ 年５ 月 16 日（ 金） 13 時 00 分から  

入札場所 広島県庄原庁舎 第１ 庁舎４ 階 第５ 会議室 

 

３  入札保証金 

 県営林の入札は消費税抜き の価格によ り 行いま すが、 落札価格は、 消費税相当額

（ 10％） を加算し た額になり ま す。  

 こ のため、 入札保証金は入札価格に消費税相当額（ 10％） を 加算し た額の５ ％以

上が必要です。  

（ 例） 入札価格①１ , ０ ０ ０ 万円、 ②３ , ０ ０ ０ 万円の場合 

   ① １ , ０ ０ ０ 万円×１ ． １ ０ ×５ ％＝ ５ ５ 万円 

   ② ３ , ０ ０ ０ 万円×１ ． １ ０ ×５ ％＝１ ６ ５ 万円 

   こ れ以上の入札保証金が必要になり ま す。  

 

※入札保証金還付の際、 収入印紙（ 200 円分） が必要と なり ま すので、 あら かじ め

ご用意く ださ い。（ 落札し た場合は不要です。）  

 

４  入札に係る 注意事項 

・【 入札参加者が１ 者の場合】  

１ 回目の入札が予定価格に達し ない場合、 その時点で入札打切り と なり ま す。  

・【 入札参加者が２ 者以上の場合】  

１ 回目の入札が全て予定価格に達し ない場合、 再度入札（ ２ 回目） を 実施し ま

すが、 ２ 回目の入札参加者が１ 者のみの場合、 その時点で入札打ち切り と なり



ま す。  

・ 入札保証金によ る 限度額を超える 入札を し た場合、 入札は無効と なる ためご留

意く ださ い。 再度入札の場合も 入札保証金の追加はでき ま せんので、 あら かじ

め再度入札を 踏ま えた入札保証金を お納めいただく よ う お願いし ま す。  

 

  ・ 代表者でない方が入札に参加さ れる 場合、 委任状が必要になり ま す。  

 

～ 落札後の手続き について ～ 

５  売買契約の締結 

  期  限 令和７ 年５ 月 23 日（ 金）  

  場  所 広島県庁 本館４ 階 森林保全課 

  契約金額 落札価格（ 入札価格に消費税相当額（ 10％） を加算し た額）  

 

６  契約保証金の納付 

  金額 契約金額の 10％以上 

  入札保証金を 充当さ れる 場合は、 差額分を 納付し てく ださ い。  

  なお、入札保証金及び契約保証金は、売買代金の一部に充当する こ と ができ ま す。 

 

７  県営林立木売却に係る 一般競争入札で使用可能な小切手 

・ 県営林立木売却に係る 一般競争入札において、 入札保証金若し く は担保と し て受

け取る こ と ができ る 小切手は、「 自己宛小切手」 のみと なり ま す。 記名式小切手

は受け取る こ と ができ ま せんので、 ご注意く ださ い。  

・ 県営林立木売却に係る 一般競争入札において、 小切手を使用さ れる 場合は、 必ず

事前に下記連絡先ま で連絡し てく ださ い。  

 

 

 県営林立木売却についてのお問い合わせ 

 

  広島県農林水産局 森林保全課 県営林経営改革担当 

  電話 082-513-3694（ 直通） ま でお願いし ま す。  

 

 



 

公   告 

 

 次のと おり 一般競争入札に付すこ と と し たので、 広島県契約規則（ 昭和 39 年広島県

規則第 32 号） 第 16 条の規定によ り 公告する 。  

  令和 7 年４ 月 11 日（ 金）  

                       広島県知事 湯 﨑 英 彦 

１  売却の内容 

 ( 1)   名称 

   広島県県営林（ 県営林大斯伝事業地） 立木売却 

 ( 2)   仕様等 

   特記仕様書によ る 。  

 ( 3)   履行期間 

   契約締結の日から 48 か月以内 

 ( 4)   対象と する 場所 

   庄原市東城町内堀字大斯伝 5502、 5504、 5505、 5506 

 ( 5)   入札方法 

   総価で入札に付する 。  

 ( 6)   入札書の記載方法等 

   落札決定に当たっては、 入札書に記載さ れた金額に当該金額の 10 パーセント に

相当する 金額を加算し た金額（ 10 パーセント を加算し た結果１ 円未満の端数が生

じ た場合は、 その端数を 切り 捨てる も のと する 。） をも って落札価格と する ので、

入札者は、消費税及び地方消費税に係る 課税事業者である か免税事業者である かを

問わず、契約し よ う と する 希望金額の 110 分の 100 に相当する 金額を入札書に記載

する こ と 。  

２  入札参加資格 

( 1)  地方自治法施行令（ 昭和 22 年政令第 16 号。 以下「 施行令」 と いう 。） 第 167 条の

４ の規定のいずれにも 該当し ない者である こ と 。  

( 2)  本件の公告日から 開札日ま での間のいずれの日においても 、広島県の指名除外を

受けていない者である こ と 。  

( 3)  一般社団法人広島県木材組合連合会が定める 広島県木材業者登録規約によ り 登

録さ れた者である こ と 。  

( 4)  過去の取引実績や、 法人の経営状況など から 、 取引の相手方と し ての資力・ 信用

等を有する 者である こ と 。  

( 5)  次のいずれの場合にも 該当し ない者である こ と 。  

ア 代表役員等若し く は一般役員等（ 個人である 場合にはその者を、 法人の場合に

は支店及び営業所を代表する 者をいう 。 以下同じ 。） が、 暴力団（ 集団的に又は常

習的に暴力的不法行為を行う おそれのある 組織をいう 。 以下同じ 。） の関係者で

ある と 認めら れる と き 、又は暴力団関係者が入札に参加し よ う と し ている 者の経



 

営に実質的に関与し ている と 認めら れる と き 。  

イ  代表役員等又は一般役員等が、自社、自己若し く は第三者の不正の利益を図り 、

又は第三者に損害を加える 目的をも って、暴力団の威力又は暴力団関係者を利用

する などし ている と 認めら れる と き 。  

ウ  代表役員等又は一般役員等が、 暴力団、 暴力団関係者又は暴力団関係者が経営

若し く は運営に実質的に関与し ている と 認めら れる 法人、組合等に資金その他の

財産上の利益を提供し ており 、又はこ れら に便宜を供与する などし て積極的に暴

力団の維持運営に協力若し く は関与し ている と 認めら れる と き 。  

エ 代表役員等又は一般役員等が、暴力団又は暴力団関係者と 社会的に非難さ れる

べき 関係を有し ている と 認めら れる と き 。  

オ 代表役員等又は一般役員等が、暴力団関係者又は暴力団関係者が経営若し く は

運営に実質的に関与し ている と 認めら れ、若し く は上記エに該当する こ と と なる

法人、 組合等である こ と を知り ながら 、 こ れを利用する など し ている と 認めら れ

る と き 。  

カ 公告日以前の６ か月間で広島県県営林内において不法行為を行った者。  

３  入札手続等 

 ( 1)  公告文等の交付場所、 交付期間及び入手方法 

  ア 交付場所 

〒730-8511 広島市中区基町 10 番 52 号 

広島県農林水産局森林保全課（ 広島県庁本館４ 階）  

電話（ 082） 513-3694( ダイ ヤルイ ン)  

  イ  交付期間 

    令和 7 年４ 月 11 日（ 金） から 令和 7 年５ 月 15 日（ 木） ま で（ 土曜日、 日曜日

及び国民の祝日に関する 法律〔 昭和 23 年法律第 178 号〕に規定する 休日を除く 。）

の午前９ 時から 午後５ 時ま での間、 随時交付する 。  

  ウ  入手方法 

    上記アの場所で直接受け取る か、イ ンタ ーネッ ト を用いて広島県ホームページ

から ダウ ンロ ード する こ と 。  

( 2)  現地説明会の集合場所及び日時等 

ア 集合場所 

   小奴可自治振興センタ ー駐車場（ 庄原市東城町内堀 1100-１ ）  

イ  日時及び集合時間 

    令和７ 年４ 月 25 日（ 金）（ 予定） 11 時 00 分 

ウ  参加方法 

    現地説明会に参加する 場合は、 令和 7 年４ 月 24 日（ 木） ま でに下記問合せ先

ま で連絡する こ と 。  

 ( 3)   入札及び開札の日時及び場所並びに入札書の提出方法 

  ア 日時 

    令和７ 年５ 月 16 日（ 金）  13 時 00 分から  



 

  イ  場所 

広島県庄原庁舎 第１ 庁舎４ 階 第５ 会議室 

      庄原市東本町１ 丁目４ －１  

ウ  入札書の提出方法 

    持参によ る 。 電報、 郵送等によ る 入札は認めない。  

４  落札者の決定方法 

 ( 1)   広島県契約規則第 19 条の規定によ り 定めら れた予定価格よ り 高額で最高の価格

をも って入札をし た者を落札者と する 。  

( 2)   開札の結果、落札と なる べき 同価の入札をし た者が２ 人以上ある と き は、施行令

第 167 条の９ の規定によ り 、その場で直ちに、当該入札者にく じ を引かせて落札者

を決定する 。  

 当該入札者のう ちく じ を引かない者（ 開札に立ち会っていない者を含む。） があ

る と き は、こ れに代えて、当該入札事務に関係のない職員にく じ を引かせる も のと

する 。  

５  その他 

 ( 1)   契約締結手続において使用する 言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 

 ( 2)  入札保証金及び契約保証金 

  ア 入札保証金 

    入札金額に消費税及び地方消費税相当額を加算し た金額の 100 分の５ 以上の

額を納付。  

  イ  契約保証金 

    契約金額の 100 分の 10 以上の額を納付。  

 ( 3)   入札者に求めら れる 義務 

   入札者は、契約を担当する 職員から 入札参加資格確認申請書等について説明を求

めら れた場合は、 こ れに応じ なければなら ない。  

 ( 4)   入札の無効 

   本公告に示し た入札参加資格のない者によ る 入札、入札に際し ての注意事項に違

反し た入札、入札者に求めら れる 義務を履行し なかった者によ る 入札その他広島県

契約規則第 21 条各号に該当する 入札は、 無効と する 。  

 ( 5)   契約書作成の要否 

   要 

 ( 6)   その他 

   入札心得によ る 。  

６  問合せ先 

  〒730-8511 広島市中区基町 10 番 52 号 

  広島県農林水産局森林保全課（ 広島県庁本館４ 階）  

  電話（ 082） 513‐ 3694( ダイ ヤルイ ン)  ファ ク シミ リ （ 082） 223‐ 3583 



入  札  心  得 

 

 入札者は、 次に掲げる 事項を心得て入札する も のと する 。  

１  入札者は、 契約書及び物件明細表を熟知し 、 かつ、 現場を確認し た上で入札に参加する も の

と する 。  

２  入札書には、 消費税及び地方消費税相当額を除く 金額（ 以下「 入札金額」 と いう 。） を記入

する も のと する 。  

３  売買代金は、 入札金額に消費税及び地方消費税相当額（ 円未満の端数は切捨てる 。） を加算

し た金額と する 。  

４  入札者は、 買受希望物件ごと に入札金額に消費税及び地方消費税相当額を加算し た金額の

100分の５ 以上の金額の入札保証金を県に納付し なければなら ない。  

( 1)  入札保証金の納付は、 担保（ 広島県契約規則第４ 条第２ 項に規定する 担保で、 同規則第５

条の価値をも つも の。） の提供をも って代える こ と ができ る 。  

( 2)  入札保証金（ 納付に代えて提供さ れる 担保を含む。 以下同じ 。） は、 別記の納記を添えて

受付締切日時ま でに出納員に納付し なければなら ない。  

( 3)  入札保証金は、 入札終了後返還する 。 ただし 、 落札者に対し ては、 後記17に規定する 契約

保証金（ 納付に代えて提供さ れる 担保を含む。以下同じ 。） の納付の際返還する 。こ の場合、

申出によ って、 入札保証金を契約保証金に振替充当する こ と ができ る 。  

( 4)  入札保証金には利息を付さ ないも のと する 。  

( 5)  落札者が期日ま でに契約書に記名押印し ないと き 、又は契約書に記名押印する も 契約保証

金を納付し ないと き は、 入札保証金は県に帰属し 、 契約は消滅する も のと する 。   

( 6)  入札に関し 不正の行為があったと き は、 入札保証金は県に帰属する 。  

５  入札者は、 入札会場において県が交付する 所定の入札用紙を使用し なければなら ない。  

６  代理人が入札し よ う と する 場合は、当該代理人は入札前に委任状を入札担当者に提出し なけ

ればなら ない。  

７  入札者は、 入札書の記載事項を訂正し 、 又は削除し たと き は、 その箇所に印を押さ なければ

なら ない。  

８  入札者は、 いったん提出し た入札書の引換え、 変更又は取消し をする こ と ができ ない。  

９  開札は、 入札終了後入札を行った場所において入札者の面前で行う 。  

10 落札価格は、 県の予定価格以上の最高入札価格と する 。  

11 落札と なる べき 価格の入札をし た者が２ 名以上である と き は、抽選によ り 直ちに落札者を決

定する 。  

12 開札の結果、 入札価格が県の予定し た価格に達する も のがないと き は、 直ちに再度の入札を

行う こ と がある 。  

13 再度入札をし た結果、 入札価格がなお県の予定価格に達し ないと き は、 競争入札を打ち切る

こ と がある 。  

14 入札に参加でき る 者は、一般社団法人広島県木材組合連合会が定める 広島県木材業者登録規

約によ り 登録さ れた者と する 。  

15 14 にかかわら ず、 次の各号の一に該当する 者は、 入札に参加する こ と ができ ない。  

( 1)  契約を締結する 能力を有し ない者 



( 2)  破産者で復権を得ない者 

( 3)  一般競争入札の加入に制限を受けた者 

16 入札者が次の各号の一に該当する 場合は、 無効と する 。  

( 1)  入札に参加する 資格のない者が入札し たと き  

( 2)  こ の心得に定めた入札に関する 事項に違反し たと き  

( 3)  ２ 票以上の入札をし たと き  

( 4)  他の入札者の代理人を兼ね、 又は２ 人以上の入札者の代理人と し て入札し たと き  

( 5)  他の入札者と 連合し て入札し たと き その他入札に際し て不正の行為があったと き  

( 6)  入札金額に消費税及び地方消費税相当額を加算し た金額が、入札保証金の額の20倍を超え

る と き  

( 7)  記名押印のない入札又は必要な記載事項を確認でき ない入札をし たと き  

( 8)  再度の入札をし た場合において、 有効な入札をし た者が１ 人である と き  

17 落札者は、 売買代金の100分の10以上の額の契約保証金を県に納付する も のと する 。  

( 1)  契約保証金の納付は、 担保（ 広島県契約規則第４ 条第２ 項に規定する 担保で、 同規則第５

条の価値をも つも の。） の提供をも って代える こ と ができ る 。  

( 2)  契約が解除さ れた場合において、 解除の原因が契約者にある と き は、 契約保証金（ 納付に

代えて提供さ れる 担保を含む。 以下同じ 。） は、 県に帰属する 。  

18 落札者は、落札決定の通知を受けた日から ５ 日以内に契約書に記名押印し なければなら ない。 

19 契約条項は、 別紙の契約書のと おり と する 。  

20 前各条項に定める も ののほか、 特に必要と 認めら れる 事項が発生し たと き は、 入札担当者と

入札者が協議し て決定する 。  

 

 



入   札   書 

 

 

金 

 

億 千 百 

 

, 

十 万 千 

 

 , 

百 十 円 

 

庄原市東城町内堀字大斯伝 県営林大斯伝事業地 の立木の買受代金と し て  

 

品  名 樹  種 数  量 摘     要 

立  木 ヒ ノ キ  ６ ， ０ ４ ４ ㎥  

 ス ギ  １ ４ ９ ㎥  

     計 ６ ， １ ９ ３ ㎥  

 

 ただし 、 上記金額は消費税及び地方消費税相当額を 除いた金額である ので、 契約金額は上記金額に消費税及び地方消費税 

相当額を加算し た金額になる こ と 、 並びに広島県契約規則及び広島県会計規則を 承諾の上、 入札いたし ま す。  

 

   令和  年  月  日 

 

   広島県知事 様 

                        住  所 

                        氏  名                         印 



出納員（ 分任出納員）  

受 

入 

  

払 

出 

  

納        記  

 

  ￥                                

  （ 券面額                ）  

入札保証金 

   ただし 、 庄原市東城町内堀字大斯伝 県営林大斯伝事業地 立木の買受けの       と し て  

入 札 担 保 

            

令  

   令和  年  月   日                                                  和  

                        登録番号       号 

                  住  所                                      年  

                  氏  名                   印 

                                                                             月  

   広 島 県 知 事  様 

                                                                            日  

 

                                                                                入  

        上記金額領収済     令和  年  月  日                    札  

                    出納員（ 分任出納員）           印     完  

                           了  

有 価 証 券 の 内 訳 

証券名称 
回・ 記号・ 番

号 
利 歩 額 面 

利 札 
摘 要 

枚 数 合計額 

       

 

 

領  収 （  受 取 ）  書 

 

             入札保証金 

上記        の還付領収いたし ま し た。  

             入 札 担 保 

 

令和  年  月  日 

住   所 

氏   名                 印

 

収入印紙 



 

 

 

委  任  状  

 

 

 

令 和   年   月   日  

 

 

  広 島 県 知 事   様  

 

 

 

 

 委 任 者  所 在 地       

 

     商 号 又 は 名 称  

 

     代 表 者 職 氏 名              印 

 

 

 私 は 、 次 の 者 を 代理 人 と 定 め 、 下 記 の 事 項 を 委 任 し ま す 。  

 

 

 

 受 任 者 氏 名                       

 

 

 

 

 使  用  印  鑑  

 

 

 

 委 任 事 項 

   

  広 島 県 県 営 林 立 木 売 却  県営林大斯伝事業地 

 

   庄原市東城町内堀字大斯伝    

 

                 に 係 る 見 積 り 及 び 入 札に 関 す る 一 切 の 件 

 

 

 

 



 

売  買  契  約  書 

 

  広島県を 甲と し 、        を 乙と し て 、 甲乙両当事者は県営林立木の 売買に

関し て 、 次の よ う に 契約を 締結し た 。  

（ 目的）  

第１ 条  甲は 、 乙に 対し 、 次に 掲げる 物件（ 以下「 売買物件」 と い う 。） を 次条以下の  

約定及び別紙「 特記仕様書」 に 基づい て 売り 渡すこ と を 約し 、 乙は 、 こ れを 承諾し  

た 。   

１  物件の 所在地 

 

    庄原市東城町内堀字大斯伝 県営林大斯伝事業地  立木  

 

伐採区域の 面積 １ ６ ． ３ ０ ha（ 別紙図面の と おり ）  

 

２  物件の 種類及び数量 

 

立木        １ ３ ， ２ ６ ６ 本 ６ ， １ ９ ３ ㎥ 

 

内訳 

    ヒ ノ キ     １ ３ ， １ １ ０ 本 ６ ， ０ ４ ４ ㎥  

    ス ギ        １ ５ ６ 本   １ ４ ９ ㎥ 

 

（ 売買代金）  

第２ 条 売買代金は 、       円（ う ち 取引に 係る 消費税及び地方消費税相当額 

円） と し 、  乙は、  甲の 発行する 納入通知書に よ り 、 令和７ 年  月  

日（ 契約日よ り 30 日以内） ま で に 甲に 納付する も の と する 。  

（ 代金延滞違約金）  

第３ 条 甲は 、 乙が 乙の 責め に 帰すべき 理由に よ り 前条の 期限（ 以下「 代金納付期限」  

と い う 。） を 経過し て も 売買代金の 納付を 完了し な い と き は 、 そ の 延滞額に 対し て

代金納付期限の 翌日か ら 売買代金の 納付を 完了する 日ま で の 日数に 応じ 、 そ の 納付



し な い 額に つき 年 14. 5 パーセ ン ト （ た だ し 、 各年の 延滞金特例基準割合（ 平均貸

付割合（ 租税特別措置法（ 昭和 32 年法律第 26 号） 第 93 条第２ 項に 規定する 平均

貸付割合を い う 。） に 年１ パーセ ン ト の 割合を 加算し た 割合を い う 。 以下同じ 。） が

年 7. 25 パーセ ン ト の 割合に 満た な い 場合に は、 そ の 年中に おい て は、 そ の 年に お

け る 延滞金特例基準割合に 年 7. 25 パーセ ン ト の 割合を 加算し た 割合と する 。） の 割

合で 計算し て 得た 額の 代金延滞違約金を 徴収する も の と する 。  

（ 契約保証金）  

第４ 条 乙は、 こ の 契約か ら 生ずる 債務の 履行を 保証する た め 、 契約保証金（ 契約担 

 保を 含む。 以下同じ 。） と し て      円を 契約書に 記名押印する と き 、 甲に 納付 

する も の と する 。  

２  前項の 契約保証金（ 以下「 契約保証金」 と い う 。） に は利息を 付さ な い も の と する 。  

３  甲は、  乙の 契約上の 義務の 履行が 確保さ れる と 認め ら れる と き は、 契約保証金を  

 遅滞な く 、  乙に 返還する も の と する 。  

４  前項の 場合に おい て 、 甲は、 乙の 申出が あ れば、 契約保証金を 売買代金に 充当す 

 る も の と する 。  

（ 売買物件の 引渡し ）  

第５ 条 売買物件の 引渡し は、 売買代金及び第３ 条の 代金延滞違約金の 納付を 完了し  

 た 日か ら 15 日以内で 、 甲の 定め る 日に 売買物件の 所在地に おい て 、 甲が 命じ た 職 

 員と 乙が 立会い の 上、 行う も の と する 。  

２  乙は、 売買物件の 引渡し を 受け た と き は、 甲に 直ち に 県営林立木・ 林産物売払等 

事務取扱要領（ 以下「 要領」 と い う 。） 第 19 条に 規定する 受領書を 提出する も のと

する 。  

（ 売買物件の 搬出）  

第６ 条  乙は、 売買物件を 令和 11 年  月  日（ 契約日よ り 48 ケ 月以内） ま で に

県営林地外に 搬出する も の と する 。  

２  乙は、 前項に 定め る 期限（ 以下「 搬出期限」 と い う 。） の 延期を 必要と する と き は 

 搬出期限の 15 日前ま で に 、 甲に 搬出期限の 延期を 申し 出て 、 承諾を 得な け ればな ら  

な い 。  

３  乙は、 前項の 規定に よ り 甲の 承諾を 得て 搬出期限の 延期を 行う 場合は 、 そ の 延期 

 し た 日数に 売買代金の 1, 000 分の １ を 乗じ て 得た 額の 搬出遅延損害金を 甲に 納付し  

な け ればな ら な い 。  



４  甲は、 乙が 災害そ の 他乙の 責め に 帰すこ と の で き な い 理由に よ り 、 搬出期限ま で  

 に 売買物件の 搬出を 完了で き な か っ た 場合に は、 前２ 項の 搬出遅延損害金を 免除す 

 る も の と する 。  

（ 売買物件に つい て の 異議申立て ）  

第７ 条 売買物件に つい て 、 第１ 条の 伐採区域の 面積並びに 物件の 種類及び数量の 記 

 載と 現存する 伐採区域の 面積並びに 物件の 種類及び数量に 相違が あ っ た 場合は、 現 

 存する 物件を 正し い も の と し て 、こ れに つい て 双方異議を 申し 立て な い も の と する 。 

（ 搬出完了及び跡地検査）  

第８ 条 乙は 、 売買物件の 搬出を 完了し た と き は 、 甲に 遅滞な く 、 要領第 22 条に 規定 

する 搬出完了届を 提出し 、 甲の 指示に 従い 、 跡地検査を 受け る も の と する 。  

２  前項の 検査を 受け た と き に 、 そ の 検査を 行っ た 土地に 残存する 立木そ の 他の 物件 

は、 甲が 除去を 要求する も の を 除き 、 すべて 甲に 帰属する も の と する 。  

（ 危険負担）  

第９ 条 こ の 契約成立後に おい て 、 災害そ の 他不可抗力に よ り 売買物件に 損害を 生じ  

 た 場合は、 そ の 損害は、 乙の 負担と する 。  

（ 売買物件の 譲渡）  

第10条  乙は 、 売買物件の 搬出を 完了する ま で は、 甲の 承認な く し て こ の 契約に よ っ て  

 生ずる 権利又は義務を 他人に 譲り 渡し て はな ら な い 。  

２  乙は、 前項の 承認を 受け よ う と する と き は、 譲受人と 連署し た 要領第２ ５ 条に 規  

 定する 譲渡申請書を 甲に 提出する も の と する 。  

（ 県営林野等の 使用）  

第 11 条  乙は、売買物件の 伐採、加工又は搬出の た め 、県営林野若し く は 県の 施設（ 以 

 下「 県営林野等」 と い う 。） を 使用し 、 又は こ れら に 必要な 施設を 県営林野等の 内に  

 設け る 必要が あ る 場合は、 あ ら か じ め 甲の 書面に よ る 承認を 得な け ればな ら な い 。  

２  乙は、 売買物件の 搬出を 完了し た と き は、 甲の 指示に 従い 前項の 規定に よ り 乙が  

 使用し た 県営林野等を 原状に 回復し 、 か つ、 前項の 規定に よ り 自己の 設置し た 施設 

 を 取り 除か な け ればな ら な い 。  

３  乙は、 前２ 項の 規定に よ り 県営林野等を 使用し 、 若し く は県営林野等の 内に 施設 

 を 設け 、 又は 県営林野等を 原状に 回復し 、 若し く は自己の 設け た 施設を 除去する こ  

 と に よ っ て 甲に 損害を 与え た と き は 、 甲の 算定する 額の 損害賠償金を 甲に 支払わ な  

 け ればな ら な い 。  



（ 県営林野の 誤伐）  

第 12 条 乙は 、 伐 採 区 域 外 の 立 木 を 故意又は過失に よ る 火災、 誤伐等に よ っ て 甲  

に 損害を 与え た と き は 、 甲の 算定する 額の 損害賠償金を 甲に 支払わ な け ればな ら な  

い 。  

２  伐採区域の 立木で あ っ て も 、 引渡し 前に おい て こ れを 伐採し た と き も 同様と する 。 

（ 売買物件の 対象）  

第 13 条  売買物件に は、 そ の 根株を 含ま な い も の と する 。  

（ 契約の 解除）  

第 14 条 甲は 、 次の 各号の い ずれか に 該当する 場合は 、 催告を し な い で 、 直ち に こ の  

契約を 解除する こ と が で き る 。 こ の 場合に おい て 、 甲は 、 乙に 損害が あ っ て も 責任

を 負わ な い も の と する 。  

（ １ ）  乙が 、 こ の 契約の 各条項に 違反し た と き 。  

（ ２ ）  乙が 、 こ の 契約に よ る 義務を 履行し な い と き 。  

（ ３ ）  役員等（ 乙が 個人で あ る 場合に はそ の 者を 、 乙が 法人で あ る 場合に はそ の 法人 

の 役員又は そ の 支店若し く は営業所（ 常時業務の 委託契約を 締結する 事務所を い

う 。） を 代表する 者を い う 。 以下同じ 。） が 、 集団的に 、 又は常習的に 暴力的不法

行為を 行う おそ れの あ る 組織（ 以下「 暴力団」 と い う 。） の 関係者（ 以下「 暴力団

関係者」 と い う 。） で あ る と 認め ら れる と き 。  

（ ４ ）  役員等が 、 暴力団、 暴力団関係者、 暴力団関係者が 経営若し く は 運営に 実質的 

に 関与し て い る と 認め ら れる 法人若し く は 組合等又は暴力団若し く は暴力団関係

者と 非難さ れる べき 関係を 有し て い る と 認め ら れる 法人若し く は組合等を 利用す

る な ど し て い る と 認め ら れる と き 。  

（ ５ ）  役員等が 、 暴力団、 暴力団関係者又は暴力団関係者が 経営若し く は 運営に 実質 

的に 関与し て い る と 認め ら れる 法人若し く は組合等に 対し て 、 資金等を 供給し 、

又は便宜を 供与する な ど 積極的に 暴力団の 維持運営に 協力し 、 又は 関与し て い る

と 認め ら れる と き 。  

（ ６ ）  前３ 号の ほ か 、 役員等が 、 暴力団又は暴力団関係者と 社会的に 非難さ れる べき  

関係を 有し て い る と 認め ら れる と き 。  

（ ７ ）  乙の 経営に 暴力団関係者の 実質的な 関与が あ る と 認め ら れる と き 。  

２  前項に よ り 契約が 解除さ れた と き は、 既納の 契約保証金、 第２ 条の 売買代金、 第 

 ３ 条の 代金延滞違約金並びに 第６ 条第３ 項及び第４ 項の 搬出遅延損害金は、 甲に 帰   



 属する も の と する 。  

（ 損害賠償金）  

第 15 条  こ の 契約の 解除に よ り 甲が 損害を 受け た と き は、 乙は 、 甲の 算定する 額の 損 

 害賠償金を 甲に 支払う も の と する 。  

（ 疑義の 解決）  

第 16 条 こ の 契約に つい て 疑義が あ る と き 、 又は新た な 事項が 生じ た と き は、 甲乙協 

 議の 上、 決定する も の と する 。  

２  協議が 調わ な い と き は、 甲の 決定する と こ ろ に よ る も の と する 。  

 

  こ の 契約の 締結を 証する た め 、 こ の 契約書２ 通を 作成し 、 甲乙記名押印の 上、 各自

そ の １ 通を 所持する も の と する 。  

 

    令和７ 年  月  日 

 

                        甲 広島県 

                            代表者 広島県知事 湯  﨑 英  彦 

 

                        乙 住 所 

                            氏 名 

 

 



 

 

特 記 仕 様 書 

 

 

  

 年     度 

 

 

 令和 7 年度 

 

 番          号 

 

1 

 

 所  在  地 

 

 

 庄原市東城町内堀字大斯伝 県営林大斯伝事業地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広  島  県 

 

 

 



 

所 在 地 庄原市東城町内堀字大斯伝 5502、 5504、 5505、 5506（ 地目： 保安林）  

物件の状況 

面   積 
１ ６ ． ３ ０ ha の区域 

（ 別紙区域図のと おり ）  

樹   種 ヒ ノ キ、 ス ギ 

林   齢 ヒ ノ キ 52 年生、 ス ギ 62 年生 

伐 採 区 分 主伐（ 皆伐）  

伐 採 本 数 

（ 推定値）  

区 分 施 業 
集材路 

支障木 
計 

ヒ ノ キ 13, 110 本 － 13, 110 本 

ス ギ 156 本 － 156 本 

    

計 13, 266 本 － 13, 266 本 

伐採幹材積 

（ 推定値）  

区 分 施 業 
集材路 

支障木 
計 

ヒ ノ キ 6, 044 ㎥ － 6, 044 ㎥ 

ス ギ 149 ㎥ － 149 ㎥ 

    

計 6, 193 ㎥ － 6, 193 ㎥ 



 

施 業 条 件 

 

1.  施業に当たっては、 関係法令等の規定を遵守する と と も に、 作業員の

危険防止及び健康管理について細心の注意をも ってあたる こ と 。  

2.  森林火災予防に万全を期すこ と 。  

3.  特記仕様書の内容については、作業員に十分徹底する よ う 措置する こ

と 。  

4.  伐採方法は、 主伐（ 皆伐） によ る こ と 。  

5.  伐採によ り 発生し た枝条等は整理する こ と 。  

6.  主伐後の天然更新促進を図る ため、 伐採・ 搬出に支障がないマツ・ 広

葉樹は残存さ せる こ と 。  

7.  本仕様書における 伐採本数及び伐採幹材積は標準地調査によ る 推定

値である ため、 必要に応じ 事前に現地状況を確認する と と も に、 推定

値と 実測値に相違があっても 異議を申し 立てないこ と 。  

8.  伐採搬出完了後、 搬出し た素材材積等について、 県から の情報提供依

頼に協力する こ と 。  

9.  契約後、 原則１ か月以内に施工計画書を提出する こ と 。  

搬出方法は、高密度路網と 高性能林業機械と の組み合わせを想定し て

いる 。  

施工計画書に記載する 項目は次のと おり と する 。  

・ 工程（ ス ケジュ ール）  

・ 施工体制（ 現場責任者、 作業者氏名等）  

・ 施工方法 

  林地残材の処理方法 

  作業道の濁水処理対策 

  完了後の作業道の跡地対策 など 

・ 施工機械 

・ 作業道計画（ 平面図１ /50, 000 以上、 標準断面図 1/100 以上）  

・ 許認可一覧 

・ 緊急時連絡体制（ 連絡先電話番号）  

・ 安全管理対策 

・ その他特に要する 事項 

10.  現地での引き 渡し において境界の目印を 設置し てから 作業に入る こ

と 。  

11.  作業の着手７ 日前ま でに着手届を提出する こ と 。  

12.  施業に当たっては、事業に係る 情報（ 事業概要、伐採期間、連絡先等）

を地元へ周知する こ と （ 看板の設置等）。  

13.  伐採木が歩道、 その他通路を遮断し ないよ う にする こ と 。  

14.  林内に開設する 集材路について、 永久構造物を必要と する 場合は、 県

と 協議する こ と 。搬出完了後の永久構造物の取り 扱いについても 同様



 

と する こ と 。  

15.  保安林内立木伐採許可申請書については、立木販売実施年度は広島県

農林水産局森林保全課（ 以下「 県」 と いう 。） が広島県北部農林水産

事務所（ 以下「 農林水産事務所」 と いう 。） に提出する が、 その翌年度

以降については、 買受者が農林水産事務所に提出する こ と 。  

16.  新規集材路の開設等に当たっては、 県と 協議の上、 保安林内作業許可

申請書（ 路網部分） 及び保安林内立木伐採届出書（ 路網部分） を農林

水産事務所へ提出する こ と 。 集材路等から の土砂の流出、 崩壊等によ

る 災害の未然防止や、水質汚濁防止等周辺地域の環境の保全に努める

こ と 。  

17.  搬出路と なる 道路の通行等に当たっては、地元車両を優先し 走行には

十分注意する こ と 。  

18.  伐採搬出完了後、 林道等の形質が変形し た場合は、 車両の通行に支障

がないよ う に修復する こ と 。  

19.  伐木、 集材、 搬出、 造材及び集材路開設等によ り 発生し た根株、 枝条

等は谷に集積し ないよ う 処理する こ と 。  

20.  残材は土場に放置し ないこ と 。  

21.  搬出の際、 造林木に支障が生じ る 場合は、 事前に県と 協議する こ と 。 

22.  既設作業路の入口付近に工事を促す工事用の看板等（ 例： 工事用車両

入口） を配置する こ と 。  

23.  搬出期間は、 契約日から 48 ヶ 月間と する 。  

24.  その他疑義を生じ た場合は、 県と 協議し 、 その指示を受ける こ と 。  

 

 
 



15. 92 ha（ 事業地当たり ）

直　 木

14 11 0 0. 00
16 12 0 0. 00
18 13 17 2. 89
20 14 68 14. 96
22 15 136 38. 08
24 16 187 67. 32
26 16 338 141. 96
28 17 237 120. 87
30 17 203 117. 74
32 18 169 116. 61
34 18 101 77. 77
36 19 51 46. 41
38 19 33 33. 33
40 20 0 0. 00
42 20 0 0. 00
44 21 0 0. 00
46 21 0 0. 00
48 21 0 0. 00
50 20 0 0. 00

計 1, 540 777. 94

15. 92 ha（ 事業地当たり ）

胴曲木

14 11 34 3. 06
16 12 102 12. 24
18 13 203 34. 51
20 14 609 133. 98
22 15 1, 354 379. 12
24 16 2, 233 803. 88
26 16 2, 267 952. 14
28 17 2, 030 1035. 30
30 17 1, 286 745. 88
32 18 643 443. 67
34 18 355 273. 35
36 19 321 292. 11
38 19 67 67. 67
40 20 16 18. 72
42 20 16 20. 48
44 21 34 49. 98
46 21 0 0. 00
48 21 0 0. 00
50 20 0 0. 00

計 11, 570 5, 266. 09

15. 92 ha（ 事業地当たり ）

根曲木

14 11 0 0. 00
16 12 0 0. 00
18 13 0 0. 00
20 14 0 0. 00
22 15 0 0. 00
24 16 0 0. 00
26 16 0 0. 00
28 17 0 0. 00
30 17 0 0. 00
32 18 0 0. 00
34 18 0 0. 00
36 19 0 0. 00
38 19 0 0. 00
40 20 0 0. 00
42 20 0 0. 00
44 21 0 0. 00
46 21 0 0. 00
48 21 0 0. 00
50 20 0 0. 00

計 0 0. 00

合計 13, 110 6, 044. 03

立木材積算出表（ 用材）

大斯伝事業地 樹種： ヒ ノ キ

径級（ ｃ ｍ ） 平均樹高（ ｍ ） 本数（ 本） 総立木材積（ ㎥） 備　 考

立木材積算出表（ 用材）

大斯伝事業地 樹種： ヒ ノ キ

径級（ ｃ ｍ ） 平均樹高（ ｍ ） 本数（ 本） 総立木材積（ ㎥） 備　 考

立木材積算出表（ 用材）

大斯伝事業地 樹種： ヒ ノ キ

径級（ cm） 平均樹高（ ｍ ） 本数（ 本） 総立木材積（ ㎥） 備　 考



0. 38 ha（ 事業地当たり ）

直　 木

14 19 0 0. 00
16 20 0 0. 00
18 21 0 0. 00
20 22 0 0. 00
22 22 0 0. 00
24 23 0 0. 00
26 24 0 0. 00
28 24 8 6. 00
30 25 0 0. 00
32 25 0 0. 00
34 26 8 9. 28
36 26 0 0. 00
38 27 0 0. 00
40 27 0 0. 00
42 27 0 0. 00
44 28 0 0. 00
46 28 0 0. 00
48 28 0 0. 00
50 27 0 0. 00

計 16 15. 28

0. 38 ha（ 事業地当たり ）

胴曲木

14 19 0 0. 00
16 20 0 0. 00
18 21 9 2. 61
20 22 0 0. 00
22 22 17 7. 31
24 23 9 4. 86
26 24 8 5. 20
28 24 16 12. 00
30 25 25 22. 25
32 25 8 8. 00
34 26 8 9. 28
36 26 16 20. 64
38 27 8 11. 92
40 27 8 13. 04
42 27 0 0. 00
44 28 0 0. 00
46 28 8 17. 60
48 28 0 0. 00
50 27 0 0. 00

計 140 134. 71

0. 38 ha（ 事業地当たり ）

根曲木

14 19 0 0. 00
16 20 0 0. 00
18 21 0 0. 00
20 22 0 0. 00
22 22 0 0. 00
24 23 0 0. 00
26 24 0 0. 00
28 24 0 0. 00
30 25 0 0. 00
32 25 0 0. 00
34 26 0 0. 00
36 26 0 0. 00
38 27 0 0. 00
40 27 0 0. 00
42 27 0 0. 00
44 28 0 0. 00
46 28 0 0. 00
48 28 0 0. 00
50 27 0 0. 00

計 0 0. 00

合計 156 149. 99

立木材積算出表（ 用材）

大斯伝事業地 樹種： ス ギ

径級（ ｃ ｍ ） 平均樹高（ ｍ） 本数（ 本） 総立木材積（ ㎥） 備　 考

立木材積算出表（ 用材）

大斯伝事業地 樹種： ス ギ

径級（ ｃ ｍ ） 平均樹高（ ｍ） 本数（ 本） 総立木材積（ ㎥） 備　 考

立木材積算出表（ 用材）

大斯伝事業地 樹種： ス ギ

径級（ cm） 平均樹高（ ｍ） 本数（ 本） 総立木材積（ ㎥） 備　 考


